
1 . 序
仕事と家庭生活の調和に関する研究の中で, 最も伝統

的なテーマであり, かつ研究の蓄積が進んでいるのは母

親の就業と家族関係, 特に母親の就業と子どもの発達の

関連である (Gottfried et al, 1995：原, 1987：長津

1982, 末盛 2005).

しかし, 母親の就業が子どもにどのような影響を与え

るのかという問い自体, 母親の就業が社会の中で増え始

めた時期に出されたものである (末盛 2002). こうした

問い自体がその当時の社会状況を反映した歴史的なもの

である以上, 現在においても同様の問いを立てる意義が

あるとは必ずしも言い切れない.

現在, 雇用者男性をもつ世帯で見ていくと, 共働き世

帯が専業主婦世帯を上回っている. 総務庁 ｢労働力調査｣

によると, 1980 年では, 男性雇用者と無業の妻からな

る世帯は 1114 万世帯, 雇用者の共働き世帯は 614 万世

帯であった (図 1). しかし 1980 年代において両者の差

は著しく減少し, 1992 年には共働き世帯が専業主婦世

帯を上回る. その後両者が拮抗した時期が続いたが,

1999 年以降は共働き世帯が再度増え始め, 専業主婦世

帯との差を広げている. 2008 年時点では, 男性雇用者

と無業の妻からなる世帯は 851 万世帯, 雇用者の共働き

世帯は 1013 万世帯である. 男性の雇用環境や所得をめ

ぐる状況の厳しさを考慮すると, 今後さらに共働き家族

が増えていくことが予想される.

以上の状況を踏まえると, 母親の就業が子どもに与え

る影響を検証するとともに, あるいはそれ以上に, 母親

の就業と子どもの育ちを両立させる社会的な条件とは何

かを探求することが, 研究上および社会的に重要になっ

てくる. つまり, 母親の就業の是非以上に, 母親の就業

を前提とした上で, どのような子どもの養育に関する社

会的な枠組みが必要になるのかを考えていくことが重要

なのである. こうした探求は, これから子どもをどのよ

うに社会の中で育てていくのかを考える際の手がかりに
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なると思われる.

そこで本論文では, 母親の就業と子どもの育ちを両立

させる条件に関する理論的考察を行う. 先行研究の読み

込みから, 2 つの理論仮説を導出する. 各々の理論仮説

を説明した後, 関連する先行研究を概観する.

なお, 本研究では 2つの理論仮説に対応した実証分析

は行わない. 理論的な考察を深めることを本論文の守備

範囲とする.

2 . 母親の就業と子どもの育ちを両立させる条

件に関する 2つの理論仮説
母親の就業と子どもの育ちを両立させる条件に関する

理論的考察は, 国内外を含め, あまりなされていない.

なぜなら, こうした問いが研究上提起されることがこれ

まで少ないためである. しかし, 関連する研究を読み込

んでいくと, 大きく 2つの理論仮説が提示されているこ

とが見えてくる.

1 つは, 構造変容仮説である. この仮説は, 主に社会

学的な研究をバックグラウンドとしている.

2 つめは, クオリティ・ケア仮説である. こちらの仮

説は主に社会心理学的および発達心理学的な研究をバッ

クグラウンドとしている.

以下, 各々の理論仮説について述べていく.

3 . 構造変容仮説 理論的背景と先行研究
� 構造変容仮説の理論的背景

1 つめの仮説は, 構造変容仮説である. より正確に言

うなら, 養育構造変容仮説と言える.

この仮説は, 現在, 母親に集中している養育役割の再

配分を主旨とするものである (牧野, 1999：渡辺, 1994).

この仮説では, 現在, 母親に子どもの養育責任が過剰に

集中していると捉え, かつこうした状況が親子関係に問

題を生じさせる一因であると考える(1). 母親の養育責任

を再配分していこうとする主張は, 1990 年代以降家族

社会学においてよく指摘されている (舩橋, 1998：牧野,

1999：渡辺, 1994).

この仮説では, 母親中心となっている現在の養育構造

自体を変容させることを重視する. 具体的には, 父親,

祖父母, あるいは非親族の成人 (専門家等を含む) など

母親以外の養育上の担い手の参画を重視する. さまざま

な養育上の担い手の参画を通して, 母親の就業と子ども

の育ちの両立が達成されると考える.

こうした仮説が提示される背景には, 女性の側の変化

もある. 渡辺 (1994) は, M 字型就労が依然維持され

ていることや未婚女性の専業主婦願望が意外と強いこと

にふれながらも, 女性のアイデンティティ基盤の中で親

役割のもつ意味は今後低下せざるをえないと指摘してい

る. この背景として, ①イエ制度から夫婦家族制度への

移行, ②女性の高学歴化や就業機会の拡大から, 専業主

婦であることに機会費用が生じ始めていること, ③寿命

の伸びから親役割期間が縮小していることを挙げている

(渡辺, 1994)(2).

以上の議論を総合すると, 今後母親の就業が増大した

場合, 母親以外の者が子どもの養育に参加していくこと
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図 1 共働き世帯と専業主婦世帯の推移

総務庁 ｢労働力調査｣



が重要だということになる.

では, こうした仮説がなぜ研究上指摘されるようになっ

たのか. 以下で, 3 つの背景について論じる.

a. 母親の就業の増大

母親に養育責任が集中していると指摘がなされる背景

の 1つは, 母親の就業の増大がある. 母親の就業の増大

によって, それまで負担と意識されなかった家族責任が

過重だと指摘されるようになった.

こうした女性側にある負担感を表現したのが, 二重負

担 (double burden) という言葉である. これは, 女性

の就業が増大しても, 男性は職業役割のみを担い, 一方,

女性は職業役割と家族役割の 2つの役割を過重に担って

いることを意味したものである.

こうした指摘に対しては, 女性の職業上の役割は男性

のそれと比較すれば概して軽いので, 二重負担とは必ず

しも言えないと指摘する者もいる. しかし, 労働時間か

らみると, パートタイマーもフルタイムもあまり変わら

ないことや, 労働時間と家事時間の合計は女性が男性を

上回る実態が示され, 女性の二重負担の実態が報告され

るようになった (労働省女性局, 2000).

こうした議論から, 母親に集中した養育責任を母親以

外の養育上の担い手に再配分することが重要になるとい

う主張がなされるようになる. 近年, 父親の育児や家事

が強調されているが, こうした主張は上記で議論したよ

うな認識が前提にあると思われる.

b. フェミニズムの浸透

母親の養育責任を再配分するという指摘に関しては,

フェミニズムの議論が大きな影響力をもっている. 実態

的には母親の就業の増大が, 理論的にはフェミニズムの

議論が, 母親に集中した養育責任をより幅広い養育上の

担い手に再配分していくという主張を支えている.

フェミニズムといっても, さまざまな学派があり, そ

の学派によって主張の内容に違いがある (江原・金井,

1997). しかし, 上記の議論との接点に限定した場合, 1

つの議論に集約することができる. それは, 母性をめぐ

る議論である.

それまで母性とは母親に生得的に備わっているものと

考えられてきた. いわゆる母性の本能説である. しかし,

母性は, 生得的に母親に備わっているわけではなく, あ

くまで社会的歴史的に構築されてきたものであるという

議論が展開されてきた (大日向, 1988：大日向, 1991).

心理学では, 母性を本能として設定し, 母性は必ずし

も母親と同一ではないものの, 母親の多くは母性をもつ

(あるいはもつべき) と議論されてきた (依田, 1982).

しかし, フェミニズムはこうした議論や想定に疑問を投

げかけた.

母性に関して積極的な議論を展開してきた論者として,

大日向がいる (大日向, 1988). 大日向は母性に関して,

次のような指摘を行っている (大日向, 1991).

3 歳まで, あるいは就学前は母親が育児に専念す

べきであるという社会的通念は通称 3歳児神話とも

いわれ, 子どもを預けて働く母親たちに罪悪感や後

ろめたさを抱かせたり, 就労を断念させてきた. ま

た母親の愛情にまさるものはないといった母性愛へ

の絶対的な信頼も根強く存在しており, そのために

母親 1人 1人がもつ多様性や個性, 欠点等を明かに

して, 親としての成長過程を支援したり, 育児に母

親以外の人々, とりわけ父親の参加の必要性や, 保

育所等の社会的支援体制の一層の整備の必要性を認

識させることを遅らせてきた.

以上の議論の要点の 1つは, 母性という意識的基盤が,

母親に養育責任を担わせ, 同時に母親以外の人間の養育

責任を免除させる機能を果たしてきた, ということであ

る. そしてこうした考え方は, あくまで文化的, 歴史的

に構成されてきたものだとして, 本質的に普遍的に母性

が存在するという見方を批判し, そして相対化していっ

たのである. こうして母親に養育責任を担わせる心理学

的な説明が相対化されるにしたがって, 母親以外の養育

者に注目が集まり始めている (ルイス・高橋, 2007).

しかし, 母性概念に対する批判は何もフェミニズムに

限定されなかった. 実は, 母性に関して最も丹念に研究

を積み重ねてきた発達心理学においても, 母性に対する

再検討がなされ始めたのである.

c. 発達心理学における実証研究の蓄積

従来, 愛着理論の影響下にあった発達心理学にとって,

母子関係の愛着の安定性と子どもの発達の関連を検証す

ることは重要な研究課題であった. その結果, 多くの実

証研究を生み出し, それが母子関係研究の蓄積に帰結し

ている (東ほか, 1981：柏木, 1993).

日本福祉大学子ども発達学論集 第 3号

― 47 ―



しかし, 実証研究が積み重なるにしたがって明らかに

なったのは, 母子関係の愛着と子どもの発達の間に予想

された関係がなかなか見出せないということだった (柏

木, 1993).

わが国でも, 母子関係に関する調査が行われてきた.

繁多 (1987) は, 保育園児と家庭児で愛着行動に違いが

みられるかを検討した. 保育園児は母親との相互作用の

量が制限されているため, 愛着の形成が遅れることが予

測された. しかし, 調査の結果, 保育園児と家庭児との

間にほとんど差はみられなかった (繁多, 1987). 生後

15 ヶ月では, 家庭児より保育園児の方が愛着行動をよ

り示すという結果さえ報告された (繁多, 1987). 専業

母親群より保育所育ちの子どもの方が, 他者への配慮な

ど社会的発達において優れているばかりか, 言語的認知

的能力も優れていると報告されるようになった (Ma-

Cartney, 1984: Ruopp and Travers, 1982). 以上から,

愛着理論が提出する諸仮説は再検討の余地があると指摘

されるようになった (遠藤, 1992)(3).

したがって現在では, 母親が子どもの世話を行い, か

つ子どもの発達に影響を与える唯一の存在であると考え

る研究者は発達心理学においても支配的とは言えないと

思われる (例えば柏木, 1993). 子どもはさまざまな人

物を愛着対象としうるし, その時期が誕生直後の乳幼児

期に限定されるという実証的根拠も乏しい (遠藤, 1992：

柏木, 1993). こうした意味で, 子どもの養育に関して

は, 母親に加え, 母親以外の養育上の担い手も研究上視

野に入れて考える方向に移行しつつある (柏木, 1993：

ルイス・高橋, 2007).

以上, フェミニズムにおける母性に関する議論や, 発

達心理学において蓄積された実証研究の数々は, 母親役

割の再配分, あるいは母親以外の者の養育参加の重要性

を主張する学問的な背景となっている(4).

では, 母親以外の養育者が子育てに参与していくとい

う養育構造は, 子どもにとってどのような意味をもつの

だろうか. 次では, この点 いわば構造変容仮説の

内容部分 に関する議論を行いたい.

� 多元的な養育構造が子どもに与える影響に関する

理論仮説

ここまで, 母親を中心とした一元的な養育構造から多

元的な養育構造への移行が, 研究上意識されつつあるこ

とを述べてきた.

しかし, 母親中心の養育構造から, 父親等を含めた多

元的な養育構造への移行を主張することと, それが子ど

もにとってどのような意味をもつかは基本的に別の問題

である. そこで, ここでは多元的な養育構造が子どもに

与える影響に関する理論的な議論を行う.

はじめに述べておくが, 多元的な養育構造が子どもに

与える影響に関する理論の構築は, それほど進んではい

ない. マルチプル・ペアレンティングという言葉も用い

られるが, この言葉自体に子どもへの影響を説明する理

論的言明が含まれているわけではない (渡辺, 1994).

こうした用語はあくまで記述概念であって, 説明的な概

念枠組を提供するには至っていない.

しかし, 理論的には初期段階であっても, 興味深い議

論も行われている. こうした議論は, 大きく 2つに分か

れる.

1 つは, 社会的ネットワークと子どもの発達に関する

議論である (Cochran, 1990: Cochran and Brassard,

1979). この領域は, 親および子どもの社会的ネットワー

クが子どもの発達にどのような影響を及ぼすかを明らか

にしようとしている.

そしてもう 1つは, ラムの重複モデルである (Lamb,

1979). これは, 複数の養育者が関わることが子どもの

発達にプラスの効果をもたらすということを主張する理

論モデルである.

a. 社会的ネットワークと子どもの発達に関する議論

発達心理学では, 子どもの発達との関連において, 母

子関係を重視してきた (柏木, 1993). しかし, ブロフェ

ンブレナーの人間生態学理論が発表された 1980 年以降,

発達心理学において母子のダイアドを超えた発達環境に

対する関心が高まっていった (Brofennbrener, 1979)(5).

こうした研究動向の中で, 社会的ネットワークと子ど

もの発達に関する議論が行われるようになった

(Cochran, 1990: Cochran and Brassard, 1979: Lewis,

1984: ルイス・高橋, 2007). この議論では, 母子関係

より, 社会的ネットワークが子どもにどのような影響を

もたらすかに関心の軸足を置いている. 特に, 親の社会

的ネットワークが, 子どものネットワークおよび子ども

本人にどのような影響をもたらすかを明らかにすること

を研究の出発点としている (Cochran, 1990). この議

論は, 多元的な養育構造に向けた議論と重なっており,

参照に値する.
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コックランは, 社会的ネットワークが子どもに与える

影響に関して, 2つのメカニズムがあることを指摘した.

1 つは, 親の社会的ネットワークが親本人の養育行動を

規定し, その結果, 子どもに影響を及ぼすというもので

ある. つまり, 先行変数として親の社会的ネットワーク

を置いて, 親の養育行動を媒介要因として, 子どもに影

響を与えるというものである.

コックランは, 上記のプロセスに関してさらに具体的

な議論を提供している. 具体的には, 社会的ネットワー

クが親の養育行動に影響するプロセスに関するものであ

り, 大きく 3つを挙げている (Cochran, 1990).

1 つめは, 親の社会的ネットワークが道具的支援や情

緒的支援を親に提供するというものである. ネットワー

クから支援を受けることによって, 養育するに十分な環

境が整備されたり, 親自身の精神的健康が保たれたりす

る. こうした支援は親の養育行動の適切化を生み, その

結果, 子どもに良い影響が生まれるとされる.

2 つめは, 社会的ネットワークのメンバーが親の育て

方を見ることによって, その育て方を修正できるとする

ものである. つまり, 社会的ネットワークが親の子育て

のチェック機能を果たすのである. 具体的には, 姑の嫁

へのアドバイスがイメージされるだろう. こうした社会

的ネットワークによるチェック機能が働くことによって,

子どもが育つ環境が安定することが考えられる.

3 つめは, 親の周囲にいる社会的ネットワークがモデ

リングの機能を果たすというものである. 例えば, 友人

の育て方を観察することによって, 自らの子どもへの接

し方を考え直したり, 修正したりすることが考えられる.

こうしたモデリングを通して, 子どもへの接し方が変わ

ることで, 子どもに変化が生じることが考えられる.

以上, 親の社会的ネットワークが子どもに与える影響

を述べてきた. 社会的ネットワークが子どもに影響を与

えるもう 1つのメカニズムは, 社会的ネットワークが直

接子どもに影響を与えるというものである. さらにコッ

クランは, この中に 2つのプロセスがあることを指摘し

た.

1 つは, 親の社会的ネットワークが子どもに与える影

響を検討するものであり, もう 1つは, 子どもの社会的

ネットワークが, 子ども本人に与える影響を検討するも

のである. 前者に関しては, 親の社会的ネットワークと

子どもの社会的ネットワークの重なり具合や, そのこと

が子どもにもたらす影響等が検討されている. 一方, 後

者では, 子ども自身の社会的ネットワークが, 子ども本

人の発達に与える影響が検討されている. 構造変容仮説

の主旨は, 後者の研究の発想に近いことになる.

コックランのこうした試みは, 社会的ネットワーク論

と子どもの発達研究を接合することにねらいがあった

(Cochran, 1990). 子どもの発達を, 母親だけでなく社

会的ネットワークに拡大した中で考えるというアイディ

アはある意味素朴なものである. しかし, こうした研究

がこれまで提示されてこなかったのは, それだけこれま

での研究が母子関係を中心としてきた, ということでも

ある.

コックランらが行った諸研究は, 子どもを軸としてネッ

トワークに位置づけるという研究課題を設定した. さら

に, 社会的ネットワークを先行変数に位置づけ, それが

子どもに与える影響に関する複数の因果メカニズムを峻

別し, 提示した. この意味で, 彼らの議論は, 子どもの

発達研究において新しい動向を生み出したといえる

(Cochran, 1990).

しかし彼らは, 多様な因果メカニズムを峻別しても,

なぜ社会的ネットワーク自体が子どもの発達に寄与する

のかという理論的な説明を十分には行っていない. あく

まで, この研究系譜は, 多様なネットワークが子どもの

発達にどのように影響していくのかに関する因果的なパ

スを示し, 実証的に明らかにするまでである.

では, 多元的な養育構造が子どもにとってよいとする

理論的な言明はどこに求められるだろうか. その 1つに,

ラムの重複モデルに関する議論がある (Lamb, 1979).

b. ラムの重複モデル

多様な養育者が子どもに関わることに積極的な意義を

主張する理論的言明として, ラムの重複モデルがある

(Lamb, 1979). ラムは, 多様な養育者が子どもに関わ

ることによって, 子どもの発達はより促進していくと主

張している. 以下, ラムの主張に耳を傾けてみよう

(Denham and Smith, 1989: Lamb, 1979).

いく人かの社会化の担い手が重複することが, よ

り子どもの発達にとっては機能的なのである. 必要

な情報や経験は, 複数の源から受け取る時に初めて

統合されるのである.

ラムは, 子どもが適切に育っていくには, 養育者が重
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複して存在していることが機能的であると主張する. 例

えば, 母親でも父親でも, 1 人が単独に関わるのではな

く, 多くの人間が重層的に関わっていくことが, 子ども

の発達にとって重要であると主張する.

多様な養育者が子どもに関わると, なぜ子どもの発達

が促進されるのか. 理由としては大きく 3つが挙げられ

る.

1 つは, 先に示されたように, 子どもが養育者から受

け取る情報は, 単独の養育者から提供されるより, 複数

の養育者から提供される方が統合されるというものであ

る. ラム自身が詳しく説明しているわけではないが, そ

の文意から推測するに以下のような主旨を主張している

ように思われる. つまり, 同じ情報 (たとえばマナーに

関する注意) であっても, 単独の養育者 (母親) のみが

言うより, 別の養育者 (父親) からも同じ情報を提供さ

れると, 子どもがその情報をより統合した形で内面化で

きるというものである.

2 つめは, 多様な養育者がいることで, 子どもの養育

環境が安定化することである. 単独の養育者 (例えば母

親) が子どもを見ている場合, 母親が何らかの事情で子

どもの養育を行えない場合, 即危機となる (渡辺, 1992).

しかし, 多様な養育者がいる場合, 1 人の養育者が欠け

ても, その欠落部分を他の養育者がサポートあるいは埋

め合わせることができる (渡辺, 1992).

3 つめは, 多様な養育者に囲まれることで, 子ども自

身が社会に受容されていると感じることである. さまざ

まな養育者と繋がりを持てることによって, 子どもが安

心感を抱き, 社会に積極的に参加していく気持ちを抱い

ていくかもしれない. 社会的コンボイ理論によれば, 多

様な対人関係の支えが, 本人の幸福感にとって重要な意

味をもっていると述べている (Kahn and Antonucci,

1980). 1 人の人間 (母親や父親) に受容されることも

重要であるが, 多岐にわたる人々に支えられていること

も, 子どもたちの心理状態の安定に寄与することが考え

られる.

多元的な養育構造を支持する, このラムの重複モデル

は, 祖父母・孫研究を行う際に, 理論的な背景として引

用されている (例えば Denham and Smith, 1989). こ

うした研究を見ると, ラムの重複モデルが多元的な養育

構造が子どもの育ちにとってよいとする研究の理論的支

柱の 1つになりつつあることがわかる.

こうした議論を踏まえれば, 母親や父親や祖父母など

多様な養育上の担い手が子どもに関わった方が, 子ども

の発達が促進されるという理論仮説を立てることができる.

� 構造変容仮説に関する先行研究

ここまで構造変容仮説の理論的な議論を説明してきた.

以下では, 多様な養育者の参加と子どもの発達の関連に

関する先行研究を検討する.

まず米国の先行研究から検討していこう. Bryant

(1985) は, 小学校 4 年生, 5 年生の子ども 168 名を対

象に, 祖父母や近隣との関係が子どもの社会情緒的機能

(social-emotional functioning) にどのような影響を及

ぼしているかを検討した. この研究では, 社会情緒的機

能として自尊心や共感性などを尋ねている. 分析の結果,

祖父母との接触や近隣の人々と相互作用を交わすほど,

子どもの共感性等が高まる傾向がみられた.

Blyth et al (1982) は, 青年期の子どもにとっての

親および非親族の成人の重要性について検討した. 分析

対象は, 約 3000 人に及ぶ中高生である. 分析の結果,

青年期の子どもにとって親やきょうだいは重要な他者と

して挙げられていた. 加えて, 拡大家族の者 (extended
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表 1 構造変容仮説に関する国内外の先行研究

研究者名
(発刊年)

サンプル 独立変数 従属変数 分 析 結 果

Bryant
(1985)

小学校 4年生,
5 年生の子ども
168 名.

親子関係, 友人関
係, 祖父母との関
係など.

自尊心, 共感性,
内的統制感, 個人
主義.

祖父母との接触や近隣の人々と相互作用を交すほど, 子ど
もの共感性等が高まる傾向がみられた.

Blyth et al
(1982)

中学 1年生から
高校 1年生の子
ども 2812 名.

子どもの性別. 子どもが認知する
重要な他者.

親やきょうだいは重要な他者として挙げられてた一方, 少
なくとも 1人は拡大家族の者および非親族の成人を挙げて
いた.

石川
(2005)

小学 5年生
3083 名.

地域の大人との会
話, 地域行事への
参加.

生活満足度. 男子においては地域の大人の会話が多いほど, 女子におい
ては地域行事への参加が多いほど, 子ども本人の生活満足
度が有意に高まることが示された.



family adult) や非親族の成人 (nonrelated adults)

を, 重要な他者として挙げていた. 一般に, 子どもにとっ

て重要な他者と認識される者は, 子どもの意識や行動に

大きな影響を及ぼすことが考えられている. したがって,

重要な他者と子どもに認識されている祖父母や非親族の

成人の子どもへの関わりは, 子どもにとって重要な意味

を持つことが考えられる.

国内において, 子どものネットワークが子ども本人に

与える影響を検討したものとして, 石川 (2005) の研究

がある. この研究では, 1995 年に実施された ｢小・中

学生の生活と意識についての調査｣ の中の小学 5 年生

3083 名を分析対象とし, 地域の大人との会話および地

域行事への参加と子どもの生活満足感の関連を検証した.

分析の結果, 男子においては地域の大人の会話が多いほ

ど, 女子においては地域行事への参加が多いほど, 子ど

も本人の生活満足度が有意に高まることを示された.

以上, 子どもが幅広いネットワークを持つほど, 子ど

もたちの共感性や生活満足度などが高い傾向にあること

が示唆された.

非親族の成人の存在も着目されるが, 母親以外の養育

者としてまず念頭に置かれるのは父親であり, 祖父母で

ある. そこで以下では, 父親と祖父母に関する先行研究

を検討する.

� 父親の養育参加が子どもに与える影響に関する先

行研究

まず父親の養育参加と子どもとの関連に関する先行研

究をみてみよう. 研究の進む米国においても, 父子関係

に関する研究の中心は乳幼児に関するものだった. ある

程度大きくなった子どもに関する検討は, 意外と取り残

されてきた (Hosley and Montemayor, 1997).

しかし 1980 年代から, 学童期以降の子どもに対する

父親の影響も取り上げるようになった (Hosley and

Montemayor, 1997). これまでの研究を総合すると,

父親の養育参加は子どもの知的発達, 学業成績, 心理社

会的発達にポジティブな影響をもたらすことが分かって

いる (Biller, 1993). 以下では, 一部乳幼児を対象とし

た研究を含むが, 学童期の子どもを対象とした研究を中

心に先行研究の検討を行う.

Amato (1994) は, 米国の全国調査サンプルを用い

て, 母子関係と父子関係が青年期の子どもの心理的安寧

(psychological well-being) に対して, どのような影響

を及ぼしているかを検討した. 分析の結果, 父親との親

密性が高まるほど, 子どもの幸福感や生活満足度が上昇

し, 心理的ディストレスが低下することが示された. し

かもこの関連は, 母子関係を統制して確認された結果で

あり, 青年期の子どもにとっての父親の重要性を示する

ものになっている (Amato, 1994).

Young et al (1995) の研究では, 12 歳から 16 歳の

男女 640 名を対象に, 父母の支援行動が子どもの生活満

足感にどのような影響を与えているのかを検討した. 分

析の結果, 母親のみならず, 父親の支援行動が子どもの

生活満足感を高めることが明らかにされた (Young et

al, 1995).

わが国では, 乳幼児に対する父親の育児遂行の影響を

検討したものがある (牧野他, 1996). サンプルが有意

抽出である上, ケース数も 20 人前後と極めて少ない中

で, 計量分析を実施している. 分析の結果, 父親の育児

の量と, 乳幼児の発達との間には関連がみられなかった.

ただし, 父親から接近したり, 叱ったりする行為は子ど

もの発達にポジティブに関連していた. ケース数が少な

いため, 今回有意が確認されなかったものでもケース数

さえ確保されれば, 有意な関連として確認される可能性

がある. しかし, 研究としては探索的な域を超えていな

いと言えよう.

学童期以降の子どもに関する父親の養育参加を検討す

るものは, 国内ではまだ少ない. こうした中, 石川

(2003) の研究がある.

石川は, 父親の養育行動が学童期の子どもの精神的健

康に与える影響を実証的に明らかにした. データは,

1995 年に連合総合生活開発研究所が行った ｢小学生・

中学生の生活に関するアンケート調査｣ の小学校 5・6

年生と中学校 2・3 年生の男女およびその母親が回答し

た 719 組である. 分析の結果, 父親の支援は男子の精神

的健康を高め, 父親の統制は女子の精神的健康を低下さ

せることが明らかにされた. 以上から, 学童期の子ども

にとって父親の養育行動が重要な意味を持つことが示さ

れた.

総務庁が行った調査を用いた研究も存在する. サンプ

ルは, 全国の 9 歳 (小学校 4 年) から 14 歳 (中学校 3

年) の子ども 3000 名を対象とした大規模な調査である.

このデータを用いた大山 (1997) によれば, 父親との会

話の頻度が増すほど, 父親の自分への理解度を高く評価

していることが確かめられた. 父母の自分に対する理解
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度が高いと評価する子どもは, 家族生活に対する満足感

が高く, かつ, 学校生活の満足感も高い傾向がみられ

た(6).

以上を総合すると, 父親が子どもに関わったり支援的

に接することが, 子どもの心理社会的発達を高めること

が予測される(7).

� 祖父母・孫関係に関する先行研究

母親や父親以外の養育者としては, 祖父母の存在が考

えられる (杉井ほか, 1994). 祖父母・孫の関係は他の

親族関係に比べ, その交流に濃密なものが予想され, 相

互の生活上および精神上の影響は看過できないと指摘さ

れている (高田, 1993).

しかし, 親子関係に関する研究と比べると, 祖父母と

孫の関係を検討した研究は少ない. 核家族化の進行によ

り, 研究の焦点は夫婦関係および親子関係に注がれたた

め, 祖父母・孫関係に関する研究はあまり行われていな

い (藤本, 1981).

しかし, 高齢化の進行や少子化現象という近年の人口

構造上の変化を踏まえ, 祖父母・孫関係に注目が集まり

始めている (例えば杉井ほか, 1994). 平均余命の伸長

によって, ライフサイクルに変化が生まれ, いわゆる祖

父母期間は 50 歳前後から始まり, 80 歳前後まで約 30

年間続くなど, 長期化している. こうした人口学的な変

動が, 祖父母・孫研究への関心を高めている背景となっ

ている (杉井ほか, 1994).

祖父母・孫関係の研究においては, 2 つの研究関心が

存在する. 1 つは, 祖父母の立場から, 祖父母・孫関係

をみるものである. 例えば, 祖父母が孫と接することで,

祖父母自身がどのような恩恵 (幸福感など) を受けるの

かといった研究がある (杉井ほか, 1994).

もう 1つは, 孫の視点から, 祖父母との関係を検討す

るものである. 具体的には, 祖父母との関係が孫の心身

の発達にどのような影響を与えているのか等を検討して

いる (Denham and Smith, 1989).

この系譜は, さらに 2つに分けられる. 1 つは, 孫か

ら見ての祖父母と孫の関係に焦点をあてるものである.

もう 1つは, 祖父母が子どもに対してどのような影響を

及ぼすのかに関心を置くものである.

上記の両者は問題関心としては近いが, 厳密には異な

る. 前者は祖父母と孫の関係の状況を明らかにしたり,

孫が祖父母との関係をどう評価しているのかを明らかに

することに主眼を置いている (前原・金城・稲谷 2000).

その結果, 子どもがどのような影響を受けているかまで

実証的な検討を行わないことが多い. 一方, 後者は祖父

母・孫関係を孫がどのように評価しているのかではなく,

対人関係の 1つの対象である祖父母から子どもがどのよ

うな影響を受けるかに関心の軸足を置いている

(Tomlin, 1998). 本研究は, この後者の問題関心に近

いため, この研究系譜に近い先行研究を述べていく.

Tomlin (1998) は, 祖父母が孫にどのような影響を

及ぼすかに関する先行研究を概観している. これによれ

ば, 祖父母が子どもに与える影響は好悪双方あるものの,

基本的にポジティブな影響を子どもにもたらす場合が多

いとしている. 特に一人親家庭において, 祖父母の存在

が大きいとの先行研究の結果を紹介している.

次に, 国内の先行研究を検討する(8). 祖父母が子ども

に与える影響を検討したものに, 山田 (2000) の研究が

ある. この研究では, 子どもの社会的ネットワークが本

人の自尊感情に与える影響について分析を行った. 分析

対象は, 小学校 6年生 332 名である. 分析では, 子ども

の回答をもとに, 自尊感情を従属変数とした重回帰分析

を行った. 独立変数の中に ｢よく話をする親戚の大人の

有無｣ というカテゴリーがあり, これに祖父母が入るも

のと思われる. しかし, 分析の結果, こうした親戚の有

無は子どもの自尊感情と有意な関連を示さなかった. た

だし係数の方向はプラスであり, 若干ではあるが子ども

の自尊感情を向上させる働きを示している(9).

ただし, 上記の研究にしても, 祖父母の効果を直接取

り上げて分析しているわけではない. したがって, 現状

において, 既存の国内研究から, 何らかの結論や仮説を

提示するのは難しい. 逆に言うなら, 研究上の空白を埋

めるという意味で, 祖父母の存在が子どもに与える影響

を実証的に検討することは研究上意味があると言える.

ここまで, 構造変容仮説に関する理論的背景および先

行研究について検討してきた. 以下では, 2 つめの理論

仮説 クオリティ・ケア仮説 の検討へと進みた

い.

4 . クオリティ・ケア仮説 理論的背景と

先行研究
� クオリティ・ケア仮説

クオリティ・ケア仮説は, 社会心理学や発達心理学な

どで指摘されてきた (Gottfried et al. 1995: 繁多,
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1987：長津, 1982).

クオリティ・ケア仮説とは, 仮に母親が就業し, 母子

間の共有時間が減少しても, 母子関係の質が保たれれば,

子どもに悪影響は及ぼさないというものである. 逆にい

えば, 母親が働くことで, 母子関係の質が低下した場合,

その結果として子どもに悪影響が生じると考える. この

仮説では, 母親の就業と子どもの問題は必ずしも直結す

るわけではなく, あくまで母子関係の質が低下した時に

生ずると考える. この仮説からすれば, 母親が就業して

も, 適切な母子関係を維持できれば, 子どもに問題は生

じないということになる (Gottfried et al, 1995).

こうした仮説が提出されてきた背景として, 以下のよ

うなことが考えられる. まず, 母親の就業の有無

つまり, 母親が働いている否か が子どもに対して

明確な影響を及ぼさないことが, 研究者の間で共有され

てきたことがある (Gottfried et al, 1995). 母親の就業

の有無によって子どもにほとんど違いがみられないとす

る実証研究の蓄積は, 母親の就業自体が子どもに影響を

及ぼすと考えていた研究者たちの認識を徐々に変えていっ

た.

一方, 母子関係の質が子どもの認知的発達, 心理社会

的発達に影響することは実証的に確かめられていった

(Maccoby and Martin, 1983). こうした研究動向を受

けて, 母親が働いているか否かより, 母親が子どもに対

してどのように関わるかが重要であるという結論に到る

ようになったのである (岩井, 1997).

こうした主張から, 次のような仮説が提出されるよう

になった. それは, 母親が働くこと自体は問題を生まな

いが, それによって母子関係が低下した場合に, 子ども

に悪影響をもたらすというものである (Gottfried et al,

1995). つまり, 母親が働いていること自体が問題では

なく, それによって母子関係の質が影響を受けるか否か

が問題なのである.

さらにクオリティ・ケア仮説に関しては, 母親の就業

と関連して, 以下のようなロジックも提出されている.

それは, 母親が就業している場合, 子どもとの接触時間

が限定されているため, そうした限られた時間の中で子

どもにいかに関わるかが, より重要な意味をもつという

ものである (繁多, 1987).

つまり, この仮説からすれば, 母親が就業する場合,

母子関係の質がより重要になると予測することになる.

こうした仮説は, 母親が働きながら, 子どもの発達を促

進する手立てとして, よく指摘されてきた (繁多, 1987：

長津, 1982).

以上の仮説の重要なポイントは, 議論を母子関係に限

定している点である. 言うなら, ｢母子関係を前提にし

たクオリティ・ケア仮説｣ である. この背景には, 子ど

もの養育はそもそも母親がみるべきという性別役割規範

が, こうした仮説の前提にあるものと思われる(10). その

意味で, 本仮説は, 性別役割構造や母性を社会的な構築

物として考えるフェミニズムや社会学的な視点からは批

判を受けうる内容となっている.

以下, クオリティ・ケア仮説に関する国内外の実証研

究を検討していこう.

� クオリティ・ケア仮説に関する先行研究

まず米国の先行研究から検討する.

Moorehouse (1991) では, 労働時間が不安定な母親

の子どもと, 労働時間が安定している母親の子どもとで,

社会的コンピテンスに差があるかを検証した. 分析の結

果, 頻繁に子どもと行動を共有している場合, 両者に違

いがみられないことが明らかにされた. この研究は, 母

子関係の状況が同様であれば, 母親の労働状況は子ども

に対して, 明確な影響を与えないことを示唆している.

母親の就業の有無そのものより, 親の養育行動が子ど

もの状態を規定するという研究は他にもみられる.

Lerner and Galambos (1988) は, 非就業の母親にお

いても, 就業する母親においても, 母子間の相互作用

(受容的な関わりあるいは拒否的な関わり) が子どもの

気質 (temperament) を規定していることを報告して

いる.

一方で, 母親の就業が母子関係の質を低下させ, 子ど

もに影響を与えることを実証した研究がある.

Galambos et al (1995) は, 小学校 6 年生 105 名 (そ

のうち父母の回答とセットになるもの 95 名) を対象に,

親の職業上の負担が子どもの発達に与える影響を検討し

た. 分析枠組としては, ①親の職業上の負担が親のスト

レスを高め, ②そのストレスが子どもへの接し方に影響

し, ③その接し方が子どもに影響を及ぼすという 3段階

のプロセスモデルを設定した.

分析の結果, 母親の職業上の負担が高まった場合, 母

親のストレスが高まり, そのストレスによって子どもに

対する母親の情緒的な支援が低下することが明らかになっ

た. また, 母親の子どもに対する情緒的支援の低下は,
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子どもの問題行動と有意に関連していることが示された.

こうした研究から, Gottfried et al (1995) が指摘す

るように, 母親の就業が本人の子どもに対する接し方に

影響を与える範囲で, 子どもにインパクトを与えるとい

う仮説が提出されてきた.

次に, 国内の関連研究の検討に移ろう. 国内において,

クオリティ・ケア仮説を実証した研究を多く見つけるこ

とは難しい. こうした中, 参考になるのが長津 (1982)

の研究である.

この研究では, 東京都内の小学校 6校 (6 年生) とそ

の母親 897 組を対象に, 母親の就労と子どもの自立心と

の関連を検討した. ここで重要となるのが, この研究が

クオリティ・ケア仮説を検証している点である. 長津は,

就業群と非就業群にわけ, 母子関係の質が子どもの自主

性に与える影響を分析している. その結果, 非就業群に

関しては, 母子関係の質の変化によって子どもの自主性

が影響を受けていなかったのに対して, 就業群では, 取

り交わされる母子関係によって, 子どもの自主性が有意

に変化していた (長津, 1982). つまり, この研究は,

就業群の場合, 母子関係の質が子どもにとって重要にな

るというクオリティ・ケア仮説を実証している.

5 . まとめ
本論文では, 母親の就業と子どもの発達を両立させる

条件に関する理論的考察を行ってきた.

そこで提出された仮説とは, さまざまな養育上の担い

手の参加を重視する構造変容仮説と, 母子関係の質の安

定ないし向上によって, 母親の就業と子どもの養育の両

立が可能だとするクオリティ・ケア仮説の 2つであった.

クオリティ・ケア仮説は, 母子関係の質の向上 (例え

ば子どもに対する情緒的支援の提供など) によって, 母

親の就業と子どもの育ちの両立を目指している. 学問的

には, 社会心理学的, あるいは発達心理学的な仮説とい

える.

一方, 構造変容仮説は, 母親の就業という構造上の変

化に対しては, 同様に構造 (養育役割の構造) の変化を

もって対応すべきであると考える点で, 社会学的な視点

に基づいた仮説といえる.

最後に, 2 つの理論仮説に関する本論文における評価

を述べておきたい. 結論から言うと, 今後の子どもの養

育システムの方向性としては, クオリティ・ケア仮説よ

り構造変容仮説を重視すべきであると本論では考えてい

る. 以下, その理由を 3点述べる.

1 点目は, クオリティ・ケア仮説には母親の養育負担

を増す方向に作用する可能性があるからである. クオリ

ティ・ケア仮説は, 現在養育している者 (多くは母親)

が働きながらも, 子どもとの関わりの中で, その質の維

持向上に努めることを求める内容になっている. 伝統的

な性別役割観からすれば比較的違和感のない仮説に映る

かもしれない. しかし, 現在の女性が置かれる労働環境

は厳しさを増しており, 求められる仕事の水準も高度化

している. こうした中, 仕事と親子関係の質の両立を母

親に強いるクオリティ・ケア仮説は女性の養育負担をさ

らに高める方向に作用する可能性がある. 女性の就業の

構造が変化したことに対して, 個人間の関係の質の変化

によって対応しようとする点に, やや無理があると思わ

れる.

2 点目は, クオリティ・ケア仮説は, 母親が子どもの

養育の主たる担当者であるという前提を踏襲している点

で, ジェンダーの観点から見て問題があるためである.

加えて, 上記で指摘したように, クオリティ・ケア仮説

は現在ある母親の養育責任を維持か, 見方によっては強
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表 2 クオリティ・ケア仮説に関する国内外の先行研究

研究者名
(発刊年)

サンプル 独立変数 従属変数 分 析 結 果

Lerner and
Galambos
(1988)

男女 133 人. 母親の就業の有無,
母親の養育行動.

子どもの気質, 適
応性.

非就業の母親, 就業する母親ともに, 母親の養育行動 (受
容的な関わりあるいは拒否的な関わり) が子どもの気質を
規定していることが報告された.

Galambos
et al
(1995)

小学 6年生
105 人.

父母の職業上の負
担, ストレス, 養
育行動.

子どもの問題行動. 母親の職業上の負担が高まった場合, 母親の子どもに対す
る情緒的な支援が低下し, このことが子どもの問題行動と
有意に関連していることが示された.

長津
(1982)

小学校 6年生と
その母親897組.

母親の就業の有無,
親子間の親和関係.

子どもの自主性. 就業群のみ, どのような母子関係が取り交わされるかによっ
て, 子どもの自主性が有意に変化していた. 非就業群では,
このような関連はみられなかった.



化する内容にもなっている点においても, ジェンダーの

観点から見て問題がある.

3 点目は, 世界の動向を見ると構造変容仮説の妥当性

が確かめられつつあることである. 現在, 男女平等の水

準が高いとされる国も, かつては性別役割分業であった

国が少なくない. そうした状態を, アファーマティブ・

アクションを含めた各種の男女平等政策および家族政策

を打ち出すことによって, 養育構造の変容を促してきた.

男女平等政策が直接影響しているかに関しては慎重な判

断を要するが, こうした養育構造の変容を促した国の多

くで出生率が回復傾向にある. 逆の言い方をすれば, 女

性の就業がここまで進んでいながら, 性別役割構造を政

策的に維持し続ける日本は, 世界の流れの中では独自の

道を歩んでいるとも言える (江原 2007：竹中 2005).

最後に確認しておきたい点がある. それは, 実証レベ

ルでは 2つの仮説は対立的なものではなく, 両仮説の正

しさが同時に確認されることはありえるということであ

る. 例えば, 母子関係の質の重要性とともに, 父親や祖

父母の存在の重要性が示されることは実証的には十分考

えられる.

その上で, 今後の子どもの養育システムにおいて, ど

ちらの方向を重視していくかは 1つの社会的選択となる.

かつ, その選択によって, 親の有り方や子どもの育ちの

有り方も大きく変化していくものと思われる.

次回の報告では, この 2つの理論仮説に基づいた実証

分析を提示したい.

※本論文は, 自身の博士論文 (東京都立大学大学院社会

科学研究科) の理論部分の一部に加筆修正を行ったも

のである.

注

� 具体的には, 専業主婦において育児不安が高いことや, 社

会的に孤立した中で児童虐待等の問題が起きていることを

念頭に置いている.

� 機会費用とは, 現在選んだ選択を行わなければ, 得られた

と思われるベネフィットのことを指している. 例えば, 高

学歴女性が専業主婦になった場合, その女性は就労機会や

それによって得られる収入を潜在的に失っていることになる.

� こうした流れからか, 愛着理論に対する評価は 1980 年頃

から変化してきたと言われる (根ヶ山, 1998). このよう

な動向が, 愛着理論に対して批判を含めた検討が公にされ

る1つの背景と言えるだろう (柏木, 1993：根ヶ山, 1998：

臼井, 1988).

� 父親や祖父母など, 母親以外の養育上の担い手が子どもの

発達に有意な影響を与えている事が実証的に示されてきた

ことも, 母子関係に依拠した従来の研究動向に新しい流れ

を呼び込んだといえる (松田, 1993：Tinsley and Parke,

1984). こうした動向は, 愛着理論の仮説がなかなか実証

されないことに加え, 母親中心主義であった研究の動向を

再考させる 1つの背景となった. 実際, 父親研究に関して

は, すでに 1つの領域として認知されるまでに成長し, 多

くの研究が蓄積されている (石井, 2009: Lamb, 1997,

2003, 2010).

� ここで人間生態学理論について簡単に説明しておこう. 人

間生態学理論に関しては, 多様な論者が存在するが, その

代表としてはブロフェンブレナーが挙げられる

(Bronfenbrenner, 1979). ブレフェンブレナーは, 人間発

達が生じている環境や文脈に関心をもち, こうした点に関

して十分な知識が得られていないと考えた. そこで, 人間

発達の文脈要因に関する理論的な枠組を構築した. こうし

た問題関心に基づいて生まれた枠組が, 4 つのシステムに

関する議論である. 1 つめはマイクロ・システムと呼ばれ

る. これは, ｢特有の物理的環境, 実質的環境をもってい

る具体的な行動場面において, 発達しつつある人が経験す

る活動, 役割, 対人関係のパターン｣ と定義されている

(Bronfenbrenner, 1979). 発達心理学の中では, 対人関係

に焦点をあてることが多いので, 発達しつつある人からみ

た直接的近接的環境 家族, 学校, 職場など での

対人関係と認識されることが多い. 2 つめは, メゾシステ

ムである. これは, 発達しつつある人が積極的に参加して

いる 2つ以上の行動場面間の相互関係からなる. 具体的に

は, 子どもにとっての家庭と学校と遊び仲間との関係, 大

人にとっては家族と職場と社会生活との間にある関係が挙

げられる. 3 つめはエクソシステムと言い, 発達しつつあ

る人を含めないが, 発達しつつある人の行動場面に影響を

及ぼしたり, あるいは影響されたりするような 1つまたは

それ以上の行動場面である. 具体的には, 子どもからみた

親の職業生活や社会的ネットワークのありようが考えられ

る. 4 つめは, マクロシステムといい, 下位文化や文化全

体のレベルで存在している信念体系やイデオロギーに対応

している.

� 父子関係に関しては, 接触の頻度ではなく質が重要だとす

る議論がある. しかし大山の研究は, 一定の接触頻度が確

保されない限り, 関係の質も向上しない可能性を示唆して

いる.

� 父親の子どもに対する関わりが, 常に支援的なものとは限

らない. 例えば, 父親が子どもを過剰にコントロールしよ

うとすることも考えられる.

� わが国の祖父母・孫研究の動向に関しては, 高田 (1993)

が詳しい.

	 ちなみに, 子どもの自尊感情と有意な関連を示したのは母

親からの承認, 友人からの承認が得られていること, およ

び父親の業績主義的価値が低いことだった.


 クオリティ・ケア仮説があくまで母子関係を念頭に置いて

いるのは, この仮説が母子関係の重要性を強調する発達心

理学において形成されたことも背景の 1つだろう.
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